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【様式第1号】

自治体名：にかほ市

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 137,290,071   固定負債 27,612,916

    有形固定資産 134,130,452     地方債等 23,844,296

      事業用資産 42,915,781     長期未払金 -

        土地 19,230,714     退職手当引当金 1,952,366

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 8,364,507     その他 1,816,254

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,885,291

        建物 36,050,096     １年内償還予定地方債等 2,585,704

        建物減価償却累計額 -22,295,611     未払金 121,564

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 4,245,961     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -2,679,887     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 156,143

        船舶 -     預り金 21,879

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 30,498,207

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 140,414,605

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -28,224,025

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 90,612,838

        土地 1,031,774

        土地減損損失累計額 -

        建物 16,157,357

        建物減価償却累計額 -11,187,264

        建物減損損失累計額 -

        工作物 204,469,106

        工作物減価償却累計額 -120,270,536

        工作物減損損失累計額 -

        その他 935,610

        その他減価償却累計額 -593,399

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 70,191

      物品 2,756,162

      物品減価償却累計額 -2,154,329

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 3,159,620

      投資及び出資金 147,148

        有価証券 22,943

        出資金 124,205

        その他 -

      長期延滞債権 76,329

      長期貸付金 740

      基金 2,963,494

        減債基金 -

        その他 2,963,494

      その他 -

      徴収不能引当金 -28,092

  流動資産 5,398,716

    現金預金 2,119,875

    未収金 152,297

    短期貸付金 -

    基金 3,124,534

      財政調整基金 3,124,534

      減債基金 -

    棚卸資産 3,827

    その他 -

    徴収不能引当金 -1,817

  繰延資産 - 純資産合計 112,190,580

資産合計 142,688,787 負債及び純資産合計 142,688,787

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：にかほ市

会計：全体会計 （単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 20,927,633

    業務費用 13,621,104

      人件費 2,709,715

        職員給与費 2,160,106

        賞与等引当金繰入額 152,807

        退職手当引当金繰入額 -18,969

        その他 415,771

      物件費等 10,508,481

        物件費 4,146,916

        維持補修費 807,767

        減価償却費 5,547,986

        その他 5,812

      その他の業務費用 402,908

        支払利息 203,051

        徴収不能引当金繰入額 16,284

        その他 183,573

    移転費用 7,306,530

      補助金等 5,942,984

      社会保障給付 1,356,020

      その他 7,526

  経常収益 2,236,017

    使用料及び手数料 886,325

    その他 1,349,692

純経常行政コスト 18,691,617

  臨時損失 58,101

    災害復旧事業費 957

    資産除売却損 56,887

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 257

  臨時利益 38,076

    資産売却益 6,827

    その他 31,250

純行政コスト 18,711,641
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【様式第3号】

自治体名：にかほ市

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 115,248,196 145,091,363 -29,843,168 -

  純行政コスト（△） -18,711,641 -18,711,641 -

  財源 15,485,820 15,485,820 -

    税収等 10,312,205 10,312,205 -

    国県等補助金 5,173,615 5,173,615 -

  本年度差額 -3,225,821 -3,225,821 -

  固定資産等の変動（内部変動） -4,221,511 4,221,511

    有形固定資産等の増加 2,405,240 -2,405,240

    有形固定資産等の減少 -6,547,266 6,547,266

    貸付金・基金等の増加 1,300,033 -1,300,033

    貸付金・基金等の減少 -1,379,518 1,379,518

  資産評価差額 772 772

  無償所管換等 -7,628 -7,628

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 82,766 -192,058 274,824 -

  その他 92,295 -256,333 348,628

  本年度純資産変動額 -3,057,615 -4,676,758 1,619,143 -

本年度末純資産残高 112,190,580 140,414,605 -28,224,025 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

自治体名：にかほ市

会計：全体会計 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 15,317,714

    業務費用支出 8,011,184

      人件費支出 2,712,925

      物件費等支出 4,962,894

      支払利息支出 203,051

      その他の支出 132,314

    移転費用支出 7,306,530

      補助金等支出 5,942,984

      社会保障給付支出 1,356,020

      その他の支出 7,526

  業務収入 17,218,393

    税収等収入 11,035,261

    国県等補助金収入 4,695,102

    使用料及び手数料収入 879,495

    その他の収入 608,535

  臨時支出 1,214

    災害復旧事業費支出 957

    その他の支出 257

  臨時収入 69

業務活動収支 1,899,534

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,019,984

    公共施設等整備費支出 1,662,126

    基金積立金支出 1,247,858

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 110,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,769,950

    国県等補助金収入 505,380

    基金取崩収入 1,945,919

    貸付金元金回収収入 110,420

    資産売却収入 50,966

    その他の収入 157,265

投資活動収支 -250,034

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,934,516

    地方債等償還支出 2,934,515

    その他の支出 1

  財務活動収入 1,863,299

    地方債等発行収入 1,739,885

    その他の収入 123,414

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 2,119,875

財務活動収支 -1,071,217

本年度資金収支額 578,283

前年度末資金残高 1,541,592

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 2,119,875
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Ⅰ　重要な会計方針

　①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　　　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得価額とし、取得価額が不明なものは原則として再調達価額としております。

　　また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

　　ただし、地方公営企業法が適用される会計については、地方公営企業会計基準によります。

　②有価証券等の評価基準及び評価方法

　　・出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としております。 

　　・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としております。

　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。

　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。

　③有形固定資産等の減価償却の方法

　　・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　　　定額法を採用しております。

　　・無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　④引当金の計上基準及び算定方法

　　・徴収不能引当金

　　　過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。

　　　ただし、水道事業会計については、一般債権については不能欠損率により、貸倒懸念債権については個別に回収可能性を検討し、徴収不能引当金を

計上しております。

　　・賞与引当金

　　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

　　・退職手当引当金

　　　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っております。

　　・損失補償引当金

　　　地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っております。 

 

　⑤リース取引の処理方法

　　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には

　　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。

　⑥資金収支計算書における資金の範囲

　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

　⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　次の会計を除いて税込方式によっております。 

　　水道事業会計

Ⅱ　重要な会計方針の変更等

　　該当する事象はありません。

Ⅲ　重要な後発事象

　　該当する事象はありません。

Ⅳ　偶発債務

　　会計年度末においては現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場合に債務となるものはありません。

Ⅴ　その他

　　①対象範囲（対象とする会計）　

　　　【普通会計】

　　　　・一般会計

　　　【全体会計】

　　　　・国民健康保険事業特別会計事業勘定（一般会計等の作成要領に準拠し個別財務書類を作成。全部連結）

　　　　・国民健康保険事業特別会計施設勘定（一般会計等の作成要領に準拠し個別財務書類を作成。全部連結）

　　　　・後期高齢者医療特別会計（一般会計等の作成要領に準拠し個別財務書類を作成。全部連結）

　　　　・公共下水道事業特別会計（法適用移行中のため、決算統計に基づき作成。全部連結）

　　　　・農業集落排水事業特別会計（法適用移行中のため、決算統計に基づき作成。全部連結）

　　　　・水道事業会計（法定決算書より読替。全部連結）

　　　　

　　②出納整理期間について、財務書類の作成基準日は会計年度末（3月31日）ですが、地方自治法第235条の5（「普通地方公共団体の出納は翌年度の

　　　5月31日をもって閉鎖する」）の規定により、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。

　　③表示単位未満の金額は四捨五入することとしておりますが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じる場合があります。

注　記
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【様式第1号】

自治体名：にかほ市

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 138,992,646   固定負債 28,064,591

    有形固定資産 134,898,025     地方債等 23,908,277

      事業用資産 43,663,491     長期未払金 -

        土地 19,272,514     退職手当引当金 2,028,187

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 8,364,507     その他 2,128,127

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,959,380

        建物 37,466,154     １年内償還予定地方債等 2,595,906

        建物減価償却累計額 -23,079,298     未払金 148,117

        建物減損損失累計額 -     未払費用 27,229

        工作物 4,545,471     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -2,906,008     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 162,474

        船舶 -     預り金 22,981

        船舶減価償却累計額 -     その他 2,673

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 31,023,972

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 142,204,207

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -28,338,357

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 500

        その他減価償却累計額 -350

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 90,612,838

        土地 1,031,774

        土地減損損失累計額 -

        建物 16,157,357

        建物減価償却累計額 -11,187,264

        建物減損損失累計額 -

        工作物 204,469,106

        工作物減価償却累計額 -120,270,536

        工作物減損損失累計額 -

        その他 935,610

        その他減価償却累計額 -593,399

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 70,191

      物品 2,873,773

      物品減価償却累計額 -2,252,077

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 11,941

      ソフトウェア 11,941

      その他 -

    投資その他の資産 4,082,680

      投資及び出資金 387,419

        有価証券 22,943

        出資金 364,475

        その他 -

      長期延滞債権 78,487

      長期貸付金 740

      基金 3,645,284

        減債基金 -

        その他 3,645,284

      その他 91

      徴収不能引当金 -29,341

  流動資産 5,897,176

    現金預金 2,504,638

    未収金 162,992

    短期貸付金 -

    基金 3,211,561

      財政調整基金 3,211,561

      減債基金 -

    棚卸資産 19,226

    その他 621

    徴収不能引当金 -1,862

  繰延資産 - 純資産合計 113,865,850

資産合計 144,889,822 負債及び純資産合計 144,889,822

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：にかほ市

会計：連結会計 （単位：千円）

    資産売却益 6,827

    その他 31,250

純行政コスト 24,958,536

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 257

  臨時利益 38,076

  臨時損失 58,101

    災害復旧事業費 957

    資産除売却損 56,887

    使用料及び手数料 902,239

    その他 2,022,105

純経常行政コスト 24,938,511

      社会保障給付 1,357,151

      その他 93,682

  経常収益 2,924,344

        その他 398,927

    移転費用 13,021,235

      補助金等 11,570,402

      その他の業務費用 620,808

        支払利息 204,343

        徴収不能引当金繰入額 17,538

        維持補修費 882,271

        減価償却費 5,599,973

        その他 415,154

        その他 454,835

      物件費等 11,261,927

        物件費 4,364,528

        職員給与費 2,365,163

        賞与等引当金繰入額 159,138

        退職手当引当金繰入額 -20,250

  経常費用 27,862,855

    業務費用 14,841,620

      人件費 2,958,885

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

自治体名：にかほ市

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 116,969,454 146,936,321 -29,966,867 -

  純行政コスト（△） -24,958,536 -24,958,536 -

  財源 21,689,678 21,689,678 -

    税収等 13,481,213 13,481,213 -

    国県等補助金 8,208,465 8,208,465 -

  本年度差額 -3,268,858 -3,268,858 -

  固定資産等の変動（内部変動） -4,270,051 4,270,051

    有形固定資産等の増加 2,422,113 -2,422,113

    有形固定資産等の減少 -6,603,693 6,603,693

    貸付金・基金等の増加 1,316,045 -1,316,045

    貸付金・基金等の減少 -1,404,516 1,404,516

  資産評価差額 772 772

  無償所管換等 -7,628 -7,628

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 79,898 -198,732 278,630 -

  その他 92,212 -256,475 348,687

  本年度純資産変動額 -3,103,604 -4,732,114 1,628,510 -

本年度末純資産残高 113,865,850 142,204,207 -28,338,357 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計

47



【様式第4号】

自治体名：にかほ市

会計：連結会計 （単位：千円）

本年度末現金預金残高 2,504,638

財務活動収支 -1,094,171

本年度資金収支額 578,306

前年度末資金残高 1,924,948

比例連結割合変更に伴う差額 578

前年度末歳計外現金残高 969

本年度歳計外現金増減額 -162

本年度末歳計外現金残高 807

本年度末資金残高 2,503,831

    地方債等償還支出 2,946,910

    その他の支出 10,560

  財務活動収入 1,863,299

    地方債等発行収入 1,739,885

    その他の収入 123,414

    資産売却収入 50,966

    その他の収入 157,265

投資活動収支 -272,837

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,957,470

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,792,494

    国県等補助金収入 505,380

    基金取崩収入 1,968,463

    貸付金元金回収収入 110,420

  投資活動支出 3,065,331

    公共施設等整備費支出 1,673,316

    基金積立金支出 1,282,015

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 110,000

    災害復旧事業費支出 957

    その他の支出 257

  臨時収入 69

業務活動収支 1,945,314

【投資活動収支】

    税収等収入 14,202,742

    国県等補助金収入 7,729,952

    使用料及び手数料収入 895,408

    その他の収入 1,281,011

  臨時支出 1,214

    移転費用支出 13,000,611

      補助金等支出 11,570,402

      社会保障給付支出 1,357,151

      その他の支出 73,059

  業務収入 24,109,113

    業務費用支出 9,162,042

      人件費支出 2,960,310

      物件費等支出 5,650,908

      支払利息支出 204,343

22,162,654

      その他の支出 346,481

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出
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Ⅰ　重要な会計方針

　①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　　　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得価額とし、取得価額が不明なものは原則として再調達価額としております。

　　また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

　　ただし、地方公営企業法が適用される会計については、地方公営企業会計基準によります。

　②有価証券等の評価基準及び評価方法

　　・出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としております。 

　　・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としております。

　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。

　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。

　③有形固定資産等の減価償却の方法

　　・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　　　定額法を採用しております。

　　・無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　④引当金の計上基準及び算定方法

　　・徴収不能引当金

　　　過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。

　　ただし、水道事業会計については、一般債権については不能欠損率により、貸倒懸念債権については個別に回収可能性を検討し、徴収不能引当金を

計上しております。

　　・賞与引当金

　　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

　　・退職手当引当金

　　　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っております。

　　・損失補償引当金

　　　地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っております。 

 

　⑤リース取引の処理方法

　　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には

　　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。

　⑥資金収支計算書における資金の範囲

　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

　⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　次の会計を除いて税込方式によっております。 

　　水道事業会計

Ⅱ　重要な会計方針の変更等

　　該当する事象はありません。

Ⅲ　重要な後発事象

　　該当する事象はありません。

Ⅳ　偶発債務

　　会計年度末においては現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場合に債務となるものはありません。

Ⅴ　その他

　　①対象範囲（対象とする会計）　

　　　【普通会計】

　　　　・一般会計

　　　【全体会計】

　　　　・国民健康保険事業特別会計事業勘定（一般会計等の作成要領に準拠し個別財務書類を作成。全部連結）

　　　　・国民健康保険事業特別会計施設勘定（一般会計等の作成要領に準拠し個別財務書類を作成。全部連結）

　　　　・後期高齢者医療特別会計（一般会計等の作成要領に準拠し個別財務書類を作成。全部連結）

　　　　・公共下水道事業特別会計（法適用移行中のため、決算統計に基づき作成。全部連結）

　　　　・農業集落排水事業特別会計（法適用移行中のため、決算統計に基づき作成。全部連結）

　　　　・水道事業会計（法定決算書より読替。全部連結）

　　　【連結会計】

　　　　・本荘由利広域市町村圏組合（経費負担割合22.916％により比例連結）

　　　　・秋田県市町村総合事務組合（共同処理する各事務の経費負担割合により比例連結）

　　　　　退職手当事務2.507％、消防団員等公務災害補償事務2.584％、非常勤職員等公務災害補償事務1.141％、学校医等公務災害補償事務5.263％、

　　　　　交通災害共済事務6.774％

　　　　・秋田県市町村会館管理組合（経費負担割合5.000％により比例連結）

　　　　・秋田県後期高齢者医療広域連合（経費負担割合2.660％により比例連結）

　　　　・にかほ市観光開発株式会社（法定決算書より読替。全部連結）

　　②出納整理期間について、財務書類の作成基準日は会計年度末（3月31日）ですが、地方自治法第235条の5（「普通地方公共団体の出納は翌年度の

　　　5月31日をもって閉鎖する」）の規定により、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。

　　③表示単位未満の金額は四捨五入することとしておりますが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じる場合があります。

注　記
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